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はじ めに

各 務 原 市 学 校 適 正 規 模 ・ 適 正 配 置 等 に 関 す る 基 本 計 画 （ 改 定 版 ） 【 概 要 版 】

学校再編に 向け て
各
務
原
市

POINTポイ ント

各務原市の小中学校を 取り 巻く 課題

ポイ ント ⑤ 再編対象グ ループ の決定

今後の流れ 実施計画の策定に 向け て

１ ． 市内全小中学校の再編を検討

２ ． 小中一貫教育の推進と 新たな学校種『 義務教育学校』

３ ． 学校の適正な規模の決定

４ ． 学校の適正な配置と 通学環境・ 通学手段への配慮

５ ． 再編対象グループの決定

１ ． 児童生徒の大幅な減少

本市の児童生徒数は、 ピーク 時（ 昭和 50 年代後半） と 比べ、 令和 7 年時点で半数以下まで減少し ており 、

令和 47 年には、 さ ら に 4 割ほど減少する見込みです。

２ ． 施設の老朽化

市内の小中学校では、 令和 7 年 4 月時点で、 築 60 年を超える学校が 7 校存在し ており 、 目標と する使用

年数である 70 年～ 80 年に近づいています。

学校の建替には、 10 年近く の年月が必要と なるため、 計画的な対応が求めら れています。
再編パタ ーンの抽出

各学校再編グループにおいて、 現状維持し た場合や小学校のみ統合し た場合、 小中一貫校化し た場合

など幅広い再編パタ ーンを抽出し ます

市民アンケート 調査の結果、 現中学校区内での再編許容度が高かっ たこ と を踏まえ 、 次の再編対象グルー

プを基に、 最も 適切な学校再編案を検討し ます。

各務原市の児童生徒数の推移 市内小・ 中学校施設の築年数
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那加第一小学校 61 年

那加第二小学校

学校名 築年数

56 年

那加第三小学校 54 年

尾崎小学校 50 年

稲羽西小学校 61 年

稲羽東小学校 56 年

川島小学校 50 年

鵜沼第一小学校 54 年

鵜沼第二小学校 55 年

鵜沼第三小学校 52 年

緑苑小学校 50 年

八木山小学校 49 年

陵南小学校 42 年

中央小学校 48 年

各務小学校 57 年

蘇原第一小学校 68 年

蘇原第二小学校 54 年

那加中学校 65 年

桜丘中学校

学校名 築年数

40 年

稲羽中学校 67 年

川島中学校 61 年

鵜沼中学校 64 年

緑陽中学校 48 年

蘇原中学校 59 年

中央中学校 47 年

那加・ 桜丘

那加第一小、 那加第二小、

那加第三小、 尾崎小、
那加中、 桜丘中

尾崎小　 ： 令和 12 年ごろ までに適正化すべき 小規模校に該当
那加中　 ： 令和 17 年に校舎が築 75 年に到達

※尾崎小校区の生徒は、 他の小学校区を またいで桜丘中に通学し ており 、 隣接する

　 那加第一小と の再編なども 含め一体的に検討

鵜沼・ 中央

鵜沼第一小、 鵜沼第二小、

八木山小、 陵南小、

各務小、 中央小、

鵜沼中、 中央中

各務小　 　 ： 令和 12 年ごろ までに適正化すべき 小規模校に該当

八木山小　 ： 令和 22 年ごろ までに適正化すべき 小規模校に該当

鵜沼中　 　 ： 令和 18 年に校舎が築 75 年に到達

※地域住民から の提案を 踏まえ、 各務小の中央中校区と の再編を一体的に検討

稲羽
稲羽西小、 稲羽東小、
稲羽中

稲羽東小　 ： 令和７ 年時点で既に適正化すべき 小規模校に該当
稲羽中　 　 ： 令和 15 年に校舎が築 75 年に到達

緑陽
鵜沼第三小、 緑苑小、
緑陽中

緑苑小　 ： 令和 7 年時点で既に適正化すべき 小規模校に該当

蘇原
蘇原第一小、 蘇原第二小、

蘇原中
蘇原第一小　 ： 令和 14 年に校舎が築 75 年に到達

川島 川島小、 川島中 川島中　 ： 令和 21 年に校舎が築 75 年に到達

グループ 対象校 主な課題・ 状況

学校規模の評価

すべての再編パタ ーンについて、「 一定規模が確保さ れているか」 を 基準と し た評価を行い、 パタ ーン

を選定し ます

学校整備地の検討

将来における学校規模が評価さ れた再編パタ ーンについて、 既存の学校敷地を 基本と し 、「 適切な通学

条件の確保」 や「 敷地面積の確保」、「 小中一貫教育」 のし やすさ を 基準と し て、 活用すべき 学校敷地

を選定し ます

実施計画（ ロード マッ プ）の作成

将来の児童生徒数や校舎の建替時期などを踏まえ、 学校の再編時期や学校施設の更新時期を まと めた、

「 実施計画（ ロード マッ プ）」 を作成し 、 公表し ます

詳細については、 市公式ウェ ブサイ ト で

紹介し ています。

左の二次元コ ード から ご覧く ださ い。

各務原市学校適正規模・ 適正配置等に

関する基本計画（ 改定版）【 概要版】

令和 8 年 5 月

発行： 各務原市教育委員会

POINT #5

NEXT STEPS
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※令和 7 年 4 月時点

　 最も 古い校舎の築年数

資料②
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市内全小中学校の再編を 検討

ポイ ント ② 小中一貫教育の推進と 新た な 学校種「 義務教育学校」

「 小中連携教育」から「 小中一貫教育」へ

各務原市は、 施設一体型義務教育学校の導入について 積極的に検討し ま す

小中一貫教育がも たら す主なメ リ ッ ト

新教科の創設や指導内容の前倒し など、 柔軟なカ リ キュ ラ ム

設定が可能です

専門性を生かし た「 教科担任制」 や「 乗り 入れ指導」 が行い

やすく なり ます

異学年交流の活発化が期待さ れます

いわゆる中１ ギャ ッ プの解消が期待さ れます

義務教育学校の主な特徴

9 年間で修業し ます

1 人の校長のも と 、 一つの教職員組織で学校を運営し ます

発達段階等を考慮し た柔軟な学年区分を設定でき ます

施設一体型の主なメ リ ッ ト

９ 学年の児童生徒が、 学校生活の中で常に交流でき ます

小中学校分け隔てなく 、 日常的な連携や協力体制が構築でき ます。

本市が抱える課題を解消し 、 全ての学校においてより 良い教育環境を提供するため、 市内全小中学校を対象と し

て、 学校再編を検討し ます。

すでに「 適正化すべき 小規模校」 に該当し ている学校（ 稲羽東小、緑苑小） や、近い将来に「 適正化すべき 小規模校」

に該当する可能性の高い学校（ 尾崎小、 八木山小、 各務小） については、 早急な再編を検討し ます。

学校再編の検討にあたっ ては、将来にわたっ て、「 適正化すべき 小規模校」

や「 適正化すべき 過大規模校」になら ないよう にし ます。

再編方針： 小中一貫教育を推進し ます

ポイ ント ③ 学校の適正な規模の決定 再編方針： 一定の集団規模を確保し ます

義務教育学校

（ 施設一体型）
A 義務教育学校

（ 9 年間）

現在の小中学校

A 中学校
（ 3 年間）

校長
校長

B 小学校

（ 6 年間）

校長

C 小学校

（ 6 年間）

校長

小中連携教育

小中の円滑な接続やコ ミ ュ ニティ・ スク ール※

※各務原市では、 中学校区を単位と し た地域・ 家庭・

　 学校が連携する各務原市型コ ミ ュ ニティ・ スク ール

　 を実施し ています

適正規模と なる学級数

※国が示す基準と 同様の趣旨で設定

小中一貫教育

後期課程（ 中学校相当） の教員が前期

課程（ 小学校相当） の学年を教える授業

中学進学時の急激な環境変化に適応が

でき ず、 不登校や不適応が発生する現象

小学校
（ 6 学年）

各学年 2 ～ 3 学級が望まし い

12 ～ 18 学級

「 適正化すべき 小規模校」と「 適正化すべき 過大規模校」の範囲

小学校
6 学級以下

120 人以下

適正化すべき

小規模校の範囲

適正化すべき

過大規模校の範囲
適正規模校

12 ～ 18 学級
（ 各学年 2 ～ 3 学級）

31 学級以上
（ 各学年 5 学級超）

中学校
6 学級以下

120 人以下

9 ～ 18 学級
（ 各学年３ ～６ 学級）

31 学級以上
（ 各学年 10 学級超）

義務教育
学校

9 学級以下

180 人以下

18 ～ 27 学級
（ 各学年２ ～３ 学級）

46 学級以上
（ 各学年 5 学級超）

各学年 2 ～ 3 学級が望まし い

18 ～ 27 学級

中学校
（ 3 学年）

各学年 3 ～ 6 学級が望まし い

9 ～ 18 学級

小規模校の課題

ク ラ ス替えができ ず、 人間関係が固定化さ れやすい

集団行動や集団学習の実施に制約が生じ る可能性が

ある

多様な考えに触れる機会が減少する

教員の専門性を生かし た教育を受けら れない可能性

がある

複式学級（ 異なる学年の子ども で一つの学級を作る

こ と ） が発生する可能性がある　 など

義務教育
学校

（ 9 学年）

再編後の学校の整備地

※国が示す基準と 同様の趣旨で設定

通学距離

小学校

おおむね   4 ㎞  以内

中学校

おおむね   6 ㎞  以内

おおむね   1 時間  以内通学時間

大規模校の課題

学校行事等において、 一人一人が活躍する場や機会

が少なく なる場合がある

異学年交流の機会が設定し にく く なる場合がある

児童生徒間の人間関係が希薄化する場合がある

児童生徒の個性や行動の把握、 き め細かな指導が困

難と なる場合がある　 など

「 通学する 学校を 中心と し て概ね半径２ ｋ ｍを 超える

区域の児童」 を原則と し ます

著し い高低差や、 幹線道路を またぐ 場合など危険箇所

が存在する場合も 、 柔軟に支援策を検討し ます

スク ールバスのほか、 ふれあい

バス等の活用も 検討し ます

支援策利用に係る保護者の経済

的負担は原則無し と し ます

POINT #1

POINT #2

POINT #3

ポイ ント ④ 学校の適正な配置と 通学環境・ 通学手段への配慮

POINT #4

ポイ ント ①

通学に あた り 、 ス ク ールバス 等の支援

を 行い ま す

イ メ ージ

一つの敷地に 9 学年分の校舎が一体的に

設置さ れている形態


